固定資産税・都市計画税　非課税申告書　（税条例第57条）
令和　　年　　月　　日

宮　　崎　　市　　長　　殿

申請人　　　　住所

（納税義務者）　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次の土地、建物、償却資産を地方税法第348条第2項第9号、第9号の2又は第12号の固定資産として使用するため宮崎市税条例第57条の規定にもとづき固定資産税の非課税を申請します。

１　土　地

	所在地
	地　番
	地　目
	地　積
	＊　用　　途
	学校等の設立日等
又は構内地の区域変更年月日
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２　家　屋

	所在地
	家屋番号
	種　類
	床面積
	＊　用　　途
	直接教育等の用に供し始めた年月日
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　３　償却資産

	所　在
	種　類
	数　量
	＊用　　　　途
	直接　教育等の用に供し始めた年月日
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＊当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法第64条第4項の法人、民法第34条の法人、宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設立するもの、民法第34条の法人、公的医療機関の開設者若しくは令第49条の10に規定する医療法人で看護婦、準看護婦、歯科衛生士、歯科技工士、助産婦、臨床検査技師、理学療法士、若しくは作業療法士の養成所を設置するもの、民法第34条の法人で図書館を設置するもの、民法第34条の法人若しくは宗教法人で博物館法第2条第1項の博物館を設置するもの、又は民法第34条の法人で学術の研究を目的とするもの（学校法人等の所有に属さないものである場合においては当該土地家屋又は、償却資産を無料で使用させていることを証明する書面を添付すること）。

＊申請人の本人確認書類の写しを添付して下さい（非課税証明願（首長押印あり）でも可）。　

＊上記の記載事項に変更が生じた場合直ちに届け出てください。

＊用途の欄は具体的に記入下さい。

